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生 活 衛 生 課 

保 健 予 防 課 

健 康 推 進 課 

 

区内感染者数の推移及びみなと保健所による主な取組状況について 

 

 

１ 区内感染者数の推移 

    令和３年３月８日から３月１４日までの週ごとの感染者数は 88 人で、前週と比較して減少し

ました。  
感染原因として、家族内や同居者、施設内での感染、会食での感染が確認されています。  
感染者の数は下げ止まりの状況で、症状については軽症、無症状から緊急に入院が必要な

人まで幅広くなってきています。  
  
◆区内における新型コロナウイルス感染症の感染者数（みなと保健所発生届受理数）  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
     （注：令和３年３月１４日現在）  
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２ みなと保健所による主な取組状況 

区は、感染症患者が急速に拡大した令和２年３月から４月にかけて、検査や患者搬送の

体制強化をはじめとした区民の生命と身体を守る取組を迅速に進めてきました。 

現在は、保健師や事務職を人材派遣で順次配置するなど、体制整備を図りながら対応し

ています。 
 
（１）新型コロナウイルス感染症疑い患者への対応強化策 

実施開始日 取組内容 

令和２年 

４月１３日から 

民間検査機関を活用したＰＣＲ検査の導入 

民間検査機関を活用し、安全・安心かつ迅速に検査結果が判明できる検査

体制を強化しています。 

令和２年 

４月１６日から 

港区医師会との連携によるＰＣＲ検査のための検体採取体制の強化 

 港区医師会からの医師派遣により、みなと保健所が実施する検体採取の人

員体制を強化し、検査件数の増加に対応してきました。現在は、医師の検体

採取が不要な唾液検査に変更して実施しているため、派遣は休止し、施設で

の集団感染発生時の際等に協力を依頼しています。 
 
・検体採取 延べ 26回 / 4月(5回) 5月(15回) 6月(4回）10月（2回）      

「疑い患者」の診察を依頼した診療所への謝礼経費の支出 

当初は、感染が疑われる患者を診察できる医療機関（クリニック）が限ら

れていたために、独自で区から診察を依頼し謝礼を支出していました。 

現在は、受診やＰＣＲ検査を多数の医療機関が公費負担で実施できるよう

になっているため、8月末で終了しました。 
 
・診察協力 延べ165回 /4月(48回) 5月(37回) 6月(29回）7月（51回） 

令和２年 

４月２４日から 

みなと保健所衛生試験所でのＰＣＲ検査の開始 

区直営で実施した場合、最短で当日に検査結果が出るため、より症状の重

い患者等緊急性が高いケースに対応が可能となっています。 

 

◆ＰＣＲ検査数（令和２年３月２９日から令和３年３月１０日まで） 

３，１７６件 

（東京都健康安全研究センター ３１４件、区衛生試験所 １２６件、民間検査機関 ２，７３６件） 

 

（２）新型コロナウイルス感染症患者の搬送体制の強化 

当初、感染症患者等を搬送する際は、受入先の医療機関を調整すると同時に民間救急

コールセンターを通じて救急搬送会社を探していましたが、東京都と協定を締結してい

る救急搬送会社は空きも少なく手配に時間がかかり搬送手段の確保が難航していました。 

そこで、安全・安心かつ迅速に搬送できる体制を整備・強化するため、独自に搬送車

両を確保する等の取組を実施しています。 
 

実施開始日 取組内容 

令和２年 

４月８日から 

区が独自に搬送車両２台を確保（６月１８日以降は１台） 

令和２年 

４月１５日から 

区内企業から感染対策が施された搬送専用車両１台を無償貸与 
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令和２年 

６月１８日から 

東京都から感染対策が施された搬送専用車両１台を無償貸与 

 

◆感染者の搬送実績（令和２年３月１７日から令和３年３月１０日まで） 

９４５人（民間救急 ５０人、庁有車 １１人、委託車両 ８８４人） 

 

（３）こころのサポートダイヤル 

感染症に起因する心の不調を訴える区内在住・在勤・在学者に対して、精神保健福祉

士や臨床心理士等の専門職が電話相談に応じています。 

継続フォローが必要な場合は適切な窓口につなぎ、区民の不安の軽減およびメンタル

ヘルスの向上を図っています。 
 

◆実  績 

実施期間 令和２年４月２８日から令和３年３月３１日まで 

実  績 

令和３年３月１０日現在、延べ４０１件の相談がありました。年齢層

は３０歳代が多く、１０歳代から９０歳代まで幅広く相談があります。 

また、最近の相談内容は、コロナ禍の状況が長期化する中、失業や給

付金など「経済問題」に関連したストレスの相談が一番多く、現実の生

活への不安が強くなっている傾向がうかがえます。 

なお、相談者の２割の方には、他の相談窓口を紹介する等、継続支援

に繋げています。 

 

（４）健康観察システム 

自宅療養中の軽症者や濃厚接触者の健康状態の変化に迅速かつ適切に対応するため、

自身のスマートフォンやタブレットで体温や健康状態を報告する健康観察システムを開

発、導入しました。 

これにより、健康状態の変化を即時に把握できるため、病状の悪化等に迅速かつ適切

に対応することが可能となります。 

また、毎日の電話による健康状態の聞き取りがなくなり、健康観察者及び保健所職員

の負担軽減を図ることが可能となります。現在は、東京都の自宅療養者フォローアップ

センターによる支援が開始されたため、その利用を促しています。 
 
 

◆利用者数（令和３年３月１０日現在） 

 ３４９人（濃厚接触者 ２５１人、検疫フォローアップ ２１人、自宅療養者 ７７人） 

 

（５）感染症専門アドバイザーの設置 

各区有施設が感染症の発生動向や頻繁にアップデートされる医学的知見を踏まえて、

迅速に施設等の感染症対策を見直すことができるよう、感染症対策に豊富な経験がある

専門職として「感染症専門アドバイザー」を配置しました。２３区では初めての取組で

す。このことにより、各区有施設等の相談、訪問指導や事業への助言に応じる体制を整

備し、感染症対策の向上を図っています。 
 

■感染症専門アドバイザー 

堀 成美氏（看護師、国立研究開発法人 国際医療研究センター国際診療部客員研究員） 
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■概要 

ア 業務内容 

・区有施設等や施設を所管する庁内各部署の感染予防に関する相談や訪問指導 

・区内で発生した感染症集団発生事例の対策の助言 など 

イ 勤務体制 

  ・原則週２回（月曜・木曜）、午後１時～５時 

ウ 配置期間 

  ・令和２年７月２日から令和３年３月３１日まで 
 

■配置による効果 

ア 常に最新の知見や科学的根拠（エビデンス）に基づき、感染症予防対策を講じる

ことができます。 

イ 各区有施設等の感染症予防対策について、高い水準で均質化を図ることができ、

区民に安全・安心な施設サービスを提供できます。 

ウ 感染症集団発生時に、的確なリスクアセスメントを実施し、感染拡大を最小限に

抑えることができます。 

 

◆相談等実績（令和2 年７月２日から令和3 年3 月1０日まで） ２５１件 

・各区有施設等の相談             １８８ 件 

・施設訪問指導                 ２７ 件 

 ・患者発生時の訪問調査            ２０  件 

・港区議会新型コロナウイルス感染症学習会  １ 件（８月５日・２５名参加） 

・区保健師向け人材育成研修         １  件（８月２７日・２８名参加） 

・ふれあい相談員等向け研修             １ 件（９月３日・１４名参加） 

・区支所長等向け研修        1  件（９月１８日・２０名参加） 

・オンライン動画研修会 （東京商工会議所）   1  件（１０月１２日・１５名参加） 

・社会福祉協議会従事者向け研修会          ２  件 

（１０月２６日 会場１１名・オンライン２０名 計 ３１名参加） 

（１１月 ９日 会場１７名・オンライン１４名 計 ３１名参加） 

  ・港区立みなと科学館休館日における全体会議における研修会 １件 

          （１２月１４日 ３０名参加） 

・新型コロナウイルス感染症に対応した学校運営の在り方について １件 

           （１月２８日 ４０名参加） 

   ・安全管理者・安全推進者研修 1件 

          （３月４日 会場１０名・Teams３０名 計 ４０名参加） 

 ・介護、障害福祉サービス従事者向け講演会  ３件 

           （１０月１５日 介護 ４５名・障害 ４名 計 ４９名参加） 

          （１０月２９日 介護 ２９名・障害１２名 計 ４１名参加） 

           （１１月１９日 介護 ５３名・障害 ６名 計 ５９名参加） 

 ・令和２年度第1回港区文化芸術ネットワーク会議講演 １件 

          （１０月２７日 ５３団体 ８１名参加） 



5 

・知恵と雅 感染症に負けない人と街講演 1件 

        （１０月２８日 一般２８名・関係者３９名 計 ６７名参加） 

・大使館等実務者連携会議における講演会 １件 

        （１２月１４日 ３１名参加） 

＊その他、感染予防対策の動画や自宅療養者向けのリーフレット等作成を監修 

 

（６）みなと新型コロナ感染症対策オンライン研修 

区民や港区を訪れる方が安心して飲食店等の施設を利用できるように、新型コロナ感

染症対策オンライン研修動画を作成し、区ホームページで公開しました。 

港区感染症専門アドバイザーが、手洗い・手指消毒のポイントやマスクの使い方など

の実践的な感染症拡大防止策を紹介しています。 
 

 

◆実  績 

公開日 内 容 時 間 

令和２年 

７月３０日 

主に区内事業者向けの一般的な対策 

感染経路、手洗い・手指消毒方法、テーブルなどの拭

き方等 

７分３７秒 

令和２年 

８月２０日 

主に接待を伴う飲食店向けの対策 

マスクが使えない時の工夫、待機時の過ごし方、換気

方法等 

※一般社団法人日本水商売協会等の関係団体と協力し

て作成 

１５分２３秒 

令和２年 

１０月２２日 

主に会社の経営者、衛生管理者、従業員及び利用者向

けの対策 

出社時や昼休み等の休憩時の対策、エレベーターでの

対策、職場から陽性者が出た場合の対策等 

※東京商工会議所港支部と連携して企画し作成 

８分２６秒 

令和３年 

３月下旬 

（予定） 

主に旅館業、民泊事業者及び施設の利用者向けの対策 

宿泊施設における感染症対策や工夫、施設利用時の注

意事項等をホテルと協力して作成 

８分程度 

 

（７）令和２年度みなとプレママ応援事業 

妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない支援体制を強化し、港区で安全に安心して

子どもを産み育てられるように、今年度、令和２年４月１日時点で妊婦の方及び今年度

妊娠届を提出された妊婦の方を対象として立ち上げた事業です。 

対象の妊婦の方全員にアンケートや電話相談を行い、心身の状態や家庭の状況等を把

握し、母子保健サービス等の情報提供や必要に応じて継続支援に繋げます。 

また、アンケートに回答された方にはもれなく、育児用品の購入等に利用できる「こ

ども商品券」に加えて新型コロナウイルスの感染予防に必要な物品の購入や健診等での

タクシー乗車にも利用できる「港区内共通商品券」を育児パッケージとして配布します。 
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◆実施期間 令和２年６月１日から令和３年３月３１日まで 

◆実  績 令和３年３月１０日現在で、２，６２７件のアンケートを受理 

「こども商品券」及び「港区内共通商品券」は２，４８１件配布 

 

（８）相談件数実績（令和２年１月１６日から令和３年３月１０日まで）２３,０３６件 

  内 容 件 数 

陰性の証明書を求められた（求めたい） ２８４ 

疑い患者の対応 ８７６ 

コロナにかかっているか心配（検査したい） ８，５６５ 

相談先の問合せ ２，７７７ 

その他（自宅療養証明の問い合わせ等） ４，９６８ 

対応方法（発生時） ３，３５１ 

対応方法（未発生時） ２，０８７ 

予防法 １２８ 

合 計 ２３，０３６ 

※令和２年１月３１日にみなと保健所の電話相談窓口を設置しましたが、設置前からコ

ロナに関する諸々な相談を受けています。 

 

（９）新型コロナウイルス感染者自宅療養支援事業 

ア 食料品等の配送 

新型コロナウイルス感染症の感染により自宅療養されている方で、療養期間中、長

きにわたって食料品等の確保が困難な方に対して、食料品等の自宅療養セットをお届

けし、療養期間中の外出自粛を促すとともに周辺地域への感染拡大を防ぎます。 
 

◆実施期間 令和２年１２月３日から令和３年３月３１日まで（４月以降は東京都の自

宅療養者フォローアップセンターによる支援の利用へ移行） 

◆実  績 令和３年３月１０日現在 ３１件 

イ パルスオキシメーターの貸出し 

新型コロナウイルス感染症の感染による健康状態や症状の変化を迅速に把握し、安

心して自宅療養できる環境を整備するため、新型コロナウイルス感染症の感染により

自宅療養されている基礎疾患のある方などへ酸素飽和度を測定するパルスオキシメ

ーターの貸出しを行います。 
 

◆実施期間 令和３年１月２７日から実施 

◆実  績 令和３年３月１０日現在 ６件貸出し 

 

（10）診療・検査医療機関等における感染防止対策支援 

国は、「次のインフルエンザの流行に備えた体制整備について」（令和２年９月４日付

け厚生労働省発事務連絡）において、発熱患者等の相談又は診療・検査可能な医療機関

を「診療・検査医療機関」として指定し、発熱患者等が帰国者・接触者相談センターを

介することなく、かかりつけ医等の地域で身近な医療機関等を相談・受診し、必要に応

じて検査を受けられる体制を整備する方針を示しました。 
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「診療・検査医療機関」をさらに拡充して、区民が安心して診療、検査が受けられる

体制を強化するためには、医療機関における感染予防対策の徹底が必要です。 

区では、医療機関にＰＣＲ検査時の感染予防体制整備に係る経費を一部補助すること

で、流行期における診療・検査医療機関等の拡充を目指します。 
 

◆支援の概要 

ア 対 象 

東京都から指定を受けた診療・検査医療機関等 

イ 内 容 

ＰＣＲ検査（鼻咽頭ぬぐい時）の院内感染防止対策のためのアクリル板の飛沫防

止スクリーン（医師会推奨）等購入の一部補助です。 
 

     補助金額は上限３０万円とし、港区医師会を通じて各医療機関に交付します。 

     これまでに交付したものも対象とし、令和２年４月１日まで遡り補助します。 

 

（11）調査報告 

   積極的疫学調査の結果をまとめ、公表しました。 
 
◆実  績 

公表日 内 容 

令和２年 

１１月１１日 

区内保育施設における新型コロナウイルス感染症の実態について 
 
 令和２年７月から１０月までに、区内保育施設において、職員や園児が新

型コロナウイルス感染症と診断された１０施設を対象に感染の状況を分析

しました。施設内の十分な感染予防策を行っていた場合、園児への施設内感

染は認められませんでした。このことから、「十分な感染予防策を行うこと

により、園児がマスクを通常していない場合でも保育園での施設内感染のリ

スクは極めて低いと考えられる」とまとめました。 
 
（連携協力）港区小児科医会、港区医師会、愛育病院 

東京慈恵会医科大学病院 

令和３年 

１月２２日 

濃厚接触者の健康観察期間について 
 
 令和２年４月から１１月までに、新型コロナウイルス感染症と診断された

港区民１，６０６人のうち、同居人２人以上の感染が確認された２５７人を

抽出し、先に発症した１１７人と後に発症した１４０人の発症日の差を調査

しました。その結果、発症日の差が７日以内１２５人(８９．２％)、１０日

以内１３４人(９５．７％)、１４日以内１３９人(９９．２％)のデータが得

られました。このことから、「現在１４日間となっている濃厚接触者の健康

観察期間は７日または１０日に短縮できるのではないか」と考察しました。 
 
（連携協力）国立大学法人 千葉大学総合安全衛生管理機構 

          国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 

 

 


